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「トランプ政権は本日、パリ協定から正式に離脱しました。本日から数えてきっかり 77 日後、バイデン政権はパ

リ協定に復帰します。」 – ジョー・バイデン、2020 年 11 月 4 日 1 

米国の現大統領と次期大統領はこれまで、多くの印象的なツイートを行ってきましたが、サステナビリティ問題へ

の取り組みにキャリアを捧げてきた私達にとって、上記のツイートは今までで最も記憶に残るものであるかも知れ

ません。 

しかし、喜ぶには時期尚早かもしれません。次期米大統領に選出されたバイデン氏の就任式までにはまだ数ヵ月あ

り、乗り越えるべき課題が山積しています。そうした中でも、期待できる動きが見られます。バイデン政権移行チ

ームは、気候変動に関する特別大統領特使として、ジョン・ケリー元国務長官を充てる閣僚人事を発表しました。

大統領特使に起用されたケリー氏は、気候変動問題を専門とする高官として初めて国家安全保障会議（NSC）に出

席することになります 2。 

パリ協定とは何でしょうか？米国がパリ協定に復帰することがなぜそれほど重要なのでしょうか？パリ協定とは、

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の勧告に基づき、「世界全体の平均気温上昇を産業革命前と比べて 2°C

未満（理想的には 1.5°C 未満）に抑制し、危険な気候変動を回避する世界的な取り組み 3」です。 

米国は世界最大の経済大国であり、温室効果ガス排出量が世界で 2 番目に多い国となっています 4。米国は 2050 年

までに「温室効果ガス排出量実質ゼロ」を実現すると宣言しており、中国、欧州連合（EU）、日本、および韓国も

同様の目標を掲げています。国際環境 NGO のクライメート・アクション・トラッカーによると、このように各国

が気候変動問題に真剣に取り組んでいることから、世界全体の平均気温上昇を 1.5°C 未満に抑える目標が現実味を

帯びつつあり、転換点が近づいているように思われます 5。 

しかし、決して安心はできません。平均気温上昇を 1.5°C 未満に抑える目標は政府だけの公約ではありません。こ

のような意欲的な目標を達成するためには、投資家を含むすべての利害関係者が気候変動問題への取り組みに参加

する必要があります。国連が支持する責任投資原則（PRI）によると、気候変動は「投資家が直面する最も優先度

の高い ESG 問題」とされています 6。投資ポートフォリオおよび投資商品は以下のような気候リスクにさらされる

恐れがあります： 

 気候変動がもたらす移行リスク（例えば、座礁資産、炭素価格の上昇など） 

 気候変動がもたらす物理的リスク（例えば、海水面の上昇、ハリケーンなど） 
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しかし、投資商品のプロバイダーが考慮すべきことは気候変動リスクだけではありません。低炭素経済への移行に

向けた資金提供の機会も存在しています。 

リスクと機会を管理し、パリ協定に準拠した投資商品を提供するために、投資商品のプロバイダーはどのようなツ

ールを利用することができるでしょうか？ 

S&P ダウ・ジョーンズ・インデックスでは、1.5°C シナリオに準拠した 2つのベンチマーク（S&P パリ協定準拠気

候指数および S&P 気候変動指数）を開発しており、これらはともに S&P PACTTM指数（S&P パリ協定準拠・気候

変動指数）として知られています。S&P PACT 指数は、多くの気候目標に取り組むことを目指している投資商品の

プロバイダーに情報ツールを提供すると同時に、対象ベンチマーク指数にできる限り近いパフォーマンスを維持す

るように設計されています。 

S&P パリ協定準拠気候指数では、2 つのベンチマークの中でより厳格な脱炭素目標を設定するとともに、一定範囲

の化石燃料関連企業を除外しています。S&P 気候変動指数も、意欲的な脱炭素目標を設定していますが、より広範

な企業を指数に組み入れるように設計されています。重要なのは、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の

1.5°C シナリオに準拠した脱炭素軌道に沿うような形で、あるいはそれを上回るペースで、これら 2つの指数が絶

対率で前年比 7%の脱炭素化を目指していることです。米国株式の観点からすると、S&P 500® パリ協定準拠気候指

数および S&P 500 気候変動指数はともに、米国の主要株価指数を 1 年間にわたってアウトパフォームしていま

す。 

 

 

 

 

 

 

図表 1：パフォーマンス比較 
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出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC。2019 年 11 月 19 日から 2020 年 11 月 19 日までのデータ。指数のパフォーマンスは米ドル建ての

トータルリターンに基づいています。過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するものではありません。図表は説明目的のために提示されており、

仮説に基づく過去のパフォーマンスが含まれています。S&P 500 気候変動指数および S&P 500 パリ協定準拠気候指数は 2020 年 6 月 1 日に算出を開始

しました。 

 
 

もちろん、困難な課題が山積しています。次期米大統領に選出されたバイデン氏は、意欲的な気候目標の達成に向

けてコンセンサスを形成し、戦略を実行していく必要があります。大口投資家はすでに積極的に対応を進めており、

1.5°C シナリオに準拠した投資を行っています。S&P PACT 指数のようなベンチマークは、脱炭素社会への移行を

強力に支援するソリューションとなるように設計されています。 

 
 
 
1 https://twitter.com/JoeBiden/status/1324158992877154310 
2 https://www.theguardian.com/us-news/2020/nov/23/john-kerry-biden-climate-envoy-appointment 
3 https://ec.europa.eu/clima/policies/international/negotiations/paris_en 
4 https://www.theguardian.com/us-news/2020/nov/08/joe-biden-paris-climate-goals-0-1c 
5 https://climateactiontracker.org/press/bidens-election-could-bring-a-tipping-point-putting-paris-agreement-15-degree-limit-within-striking-distance/ 
6 https://www.unpri.org/climate-change. 責任投資原則（PRI）とは、6 つの原則の実施に向けて協力する投資家で構成される国際的なネットワークであ

り、国連が支援しています。 

 
 
 

このブログの記事は意見であり、助言ではありません。免責条項をお読み下さい。  
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最新のブログ 「Indexology」（英語）をご覧になりたい方は、こちらのサイト

www.indexologyblog.com よりご登録いただけますと、更新の都度メッセージが届きます。 
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